





















































































































































4 Cass. com., 23 oct. 2007, n°06-16537, Bull. civ., Ⅳ, n°225. 破毀院商事部2007年10月23日判
決については，拙稿「フランス簡易株式組織会社（SAS）における株式譲渡に関する定款
自治の拡大と限界（一）」『佐賀大学経済論集』42巻4号（2009年）75頁，拙稿「定款によ




5 Bruno Dondero, note sous Cass. com., 9 juill. 2013, JCP E 2013, 1516; Jean-Claude Hallouin,
obs. sous Cass. com., 9 juill. 2013, D 2013, 2735.
6「記載されていないものとみなされる」の意義について詳細に検討するものとして，
Sophie Gaudemet, La clause réputée non écrit, Economica, 2006.
7 Dondero, op. cit.（注5）。

























9 前者の見解を採るものとして，コルマール控訴院2011年1月18日判決（CA Colmar, 18 jan.
2011, Dr sociétés 2011, n°110, note Myriam Roussille）がある。また，後者の見解を採るも
のとして，グルノーブル控訴院2012年2月9日判決（CA Grenoble, 9 fév. 2012, n°11-03662,
Dr sociétés 2012, n°123, note Dorothée Gallios-Cochet）がある。
10 Poracchia, op. cit.（注8）, p.639。
11 Hallouin, op. cit.（注5）, p.2735。“clause”の意義には言及していないが，本判決を批判
するものとして，Laurent Godon, La sociétés par actions simplifiée, LGDJ, 2014, n°829, p.624.

































Ansault, op. cit.（注12）, p.40。
14 Cass. com., 6 mai 2014, n°13-14960, D 2014, p.1485, note Bruno Dondero; Bull. Joly sociétés



























て，本判決に賛成するものにDondero, op. cit.（注14），p.1487; Mortier, op. cit.（注14），p.507。
16 判決文からは明らかではないが，LOG社とＹは，除名社員から議決権を剥奪する部分
のみを本件定款条項から削除してもらうことを裁判官に求めていたと思われる。
17 Farouja Ait-Ahmed, note sous Cass. com., 9 juill. 2013, D 2013, 2627.
18 Dondero, op. cit.（注5）。
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‐1条第1項は，「会社または定款を変更する行為の無効は，契約の無効につ
いて規定する本編［第2編］または法律の明確な規定のみから生じることが
できる」と規定している。ここで，商法典 L．227‐19条に違反してなされた
定款変更決議は無効であるとする明確な規定がないため，本件定款変更決議
を無効とすることはできないと思われる19。そのため，控訴院は，本件定款
変更決議を無効とするのではなく，可決されていないものとみなすと判示し
たと思われる。
19 社員の合議による決議について定める商法典 L．227‐9条は，その第4項において，「本
条の規定に違反してなされた決議は，すべての利害関係者の請求により無効とされること
ができる」としている。
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